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ソ連経済における地域別固定フォンド構造

田 中 宏

は じ め に

総面積2240万 kmp-,地球の全陸地面積の6分の1, 日本の約60倍- この数

字が示すソ連邦の領土の広大さは経済学の重要な対象のひとつになりうるQ ソ

ヴ 土トの経済学や経済政策において,蘭土の広大さが様々な局面に影響 してい

ることは感知 しうるところである｡近年,各笹の生産や資源の地域間バランス

が注視され,普肝ヨ計画化 と地域計画化の合評的結合が追求され,地域計両化と

管理の水準を高める必要性が説かれているのもこの現われである｡このような

傾向はソ連の経済的最前線が東進 し,未知の土地と自然資源が国民経済循環の

中に導き入れられればそれだけ強 くなってくる｡現段階では,ソ連邦国民経済

の中にどのような地域構造を計画的に構築するのかがソ連の経済発展路線の中

で重要な位置を占めるようになっている｡

本稿の課題は以上のような問題関心をふまえて, ソ連経済の地域構造の総体

的な解明にある｡国民経済の地域構造を分析する場合,分析の基礎単位を どの

水準の地域に置 くかによって,その後の分析方法とその結果 も異なってくるO

ここでは先U)拙稿 ｢ソ連経済の地域別投資構造｣で使用 した,19経済地区区分

(ただしモルダビア共和国を含む)を基礎に16共和国区分を加味 した26地域区

分が統計資料の許すかぎり利用されている｡また,そこで利用された地域別面

鍔比と人rl配置はここでも利用されている1)O

ソ連経済の地域梅道の解軋 っまりソ連経済の矛盾の総体を地域別断面から

1)拙稿｢ソ連経済の地域別投資構造｣『経済論叢』第125巻第6号参jq.26地域区分によるソ連の
地図並びに地域別面積比 人口配置蓑は割愛Lたので.24.25ペ-I.;な参府されたい｡



ソ連経済における地域別固定フォ./ド構造 (65) 65

究明することは,本稿においてはその固恵フォントの断面のうちにもとめられ

ているO地域別投資構造の分析に引きつづいて固定フォンドの地域別断面を分

析する意味は次のとおりであるO

第 1に,国定フォンドほ国民経済の地域的分業体系に直接に能動的な影響を

あたえ,地域構造を規定する要因である｡

第2に,固定フォンドの価値的視点からほ素材的視点とは異なって,ソ連経

済の特徴と矛盾を総括的に表現することができる｡

第 3に,投資 と固定フォンドとは経済統計上の概念で相違 しているためであ

るO周知のように,ソ連邦経済統計においては,投資に含まれていて画定7 ,+

ンドに含まれていない諸費用や損失が存在するが,双方の概念が実体 としてい

る内容についてははぼかさなってし､る2)O ただ投資が純粋に費用 .フローの概

念であるのに対 して,国定フォ-/ドは投資投下部分のうち各年度に操業を開始

した費用,各年度で実際に蓄積された部分を示すものであるoそれゆえ投資構

造 とちがう国定フォ-/ド構造を分析する意義はそれ自身 として存在すると考え

られる｡

この理由は資料上の問題にも関連している｡ ソ連邦の統計資料の未整備状況

は ソ連の経済学研究の認めるところであるが,そのため投資構造の分析には一

定の限界があり,地域経済の発展 と地域構造の分析には.固定フォンド関連資

料が必要である｡ とは言っても,固定フォンド統計資料でさえ,部門別地域構

造を示す資料が不足 しているという欠陥をまぬがれていないO

以上の.ような点のために,本稿では,周走フォンドの地域別構造の分析を直

接の課題としているo

I 固定7ォン Fの地域別構造

ここではソ連経済の地域別固定フォンド構造の統計資料を利用 して分析する

わけであるが,我々にはこの分析に入るにあたってその指針 とその手がか りと

2) 望月喜市『ソ連の経書斉統計』アンプ経済研究所,197蜂,2Aト2月3ページU
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第 1表 ソ連経済の地

年 代 . 40 50. 58 59 60 61 62 63

ソ 連 邦 100 100 100 100 100 100 100 100

70.50 64_30 66.94 65.58 63.76 62.64 62.93 62.69

18_97 5.97 6_97 7.09 6.86 6.47 6.85 7.03

中 央 .地 区 19.47 14.61 14.69 14.55 13.52 13.93 13.69 12.80

3.04 2.58 2.e)4 2_56 2.93 2_76 2.69 2.51

1.72 4.37 2.20 2.56 2.52 2.1R 2_35 2_02

5.36 8.98 10.63 9.81 9.66 7.99 8.15 8.37

北 カ フ カ ズ 地 区 4_22 5.91 5.00 5.19 5.08 4.66 4.98 4.72

3.30 5_10 6.43 6.16 6.､39. 6.15 6_25 6.40

5.45 3.73 4.20 4.30 444 5.60 5.26 5.53

極 東 地 区 9.49 4.29 4.33 4.33 389 5.1⊥ 4.67 4.ZZ

13.87 17.97 16.02 16_38 16_22 16.ll 15.95 15.84

8.97 12.20 10.34 9.72 9.37 9_39 9_ll 8_88

南 西 地 区 3.02 3_47 3.66 4.13 4.46 4.53 4.44 4.38

南 部 地 区 1_89 ?,30 2.02 2.5Jt 23() 2.19 2.40 2.58

- 0.58 0_71 0.88 0.790_86 0.93 1.07 _1.000.12 0_83 Cl.72 0_89 0.98 0_97 0.9g

0.38 0.70 0.53 0.63 0.66 0.72 0..72 0,70

0.50 2.49 2.30 2.82 2.88 2.91 3.04 3._04

1.73 1.98 1.16 1.09 1_24 1.14 1_19 1_39

2.34 2.54 1.42 1_54 1.37 1.41 1_52 1.32

~0_78 0_69 0_59 0.66 0_65 0.64 0.80 0.82

外 カ フ カ ズ 地 区 4.84 5.20 3_16 3.28 3_22 3.20 3.51 3.532.84､1_82 1.71 2.02 1_99 2.41 2.60 2.43

0.45 0.66 0_54 0.58 0.60 0.68 o_63 0.73

0.45 0_51 0.55 0.56 0.61 0.52 0.66 0.75

0.61■ 0.78 0.62 0.60 0.87 0.58 0.77 0.67

3.33 3.66 3.74 3.74 4.49 4.37 4_49 4.99

2.93 2.10 1.93 2.00 2.05 2.43 2.30 2.55

0.12 0.49 0.52 0.54 0.59 0.67 0.73 0.70
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域別固定フォソド静造光1戎2

64 65 66 6ー7 68 69 70 71 72 73 74 75

100 100 100 100 100 100 100 100 100､100 100 100

61.79 61.03 60.60 60.87 61.45 61.10 60.25 60.82 61_40 60.90 61.63 62.22

7.27 7.09 6.44 6.52 6.58 7_28 7.ll 6.36 6.78 6_61 6.56 7.24

2.46 235 2.47 2_52 2.57 2_49 245 2.52 2.64 写.72 2.90 2.58

2_38 2_32 2_52 2_35 2_28 2_29 ?Jr?7 ?,_30 2.75 2_7∩ 2_30 2.65

8_36 8.42 8.12 8_57 9.05 8_45 9.35 8.88 8:88 8_59 8.63 8.67

4.91 4.98 5_00 4_61 4_75 4.82 4.80 4_93 4.96 4.72 5.04 4.84

7_63 7.15 7.24 G_89 6.61 7_29 680 6.71 6_40 6_92 7.17 6.79

6.58 6_ll 6_1g 6.87 6.27 6.50 618 6.9け 7.15 7.58 7.46 7_39

4.87 5.58 5.10 5.25 5.63 4.93 4.84 4.88 4.70 4.85 4.79 4.67

4.14 4_19 4.21 4.59 4.97 4.i;U 4_74 ♭.04 4_67 4.65 4.60 5.23

16.14 15_5q 15_82 15.09 15.55 15..21 15_19 14_95 15.14 15.25 14.80 14_57

8二82 B.36 8.10. 7_95 - - - - - - - -

4_33 4_42 4.37 4.65 - - - - - - - -

2_99 2.84 2.76 2.50 - - - - - - - -

0.72 0.70 0.63 0_63 0.69 0.76 0710..71 0_74 0_66 0.62 0..61
3.23 3.25 3.19 3.12 3.09 畠.22 3_15 3_13 3.10 2-96 2.96 3.06

1.19 128 12.97 1.39 I.29 1.26 1_25 1.26 1.17 1.29 1.27 1.19

1.41 128 1_47 1.49 1.34 1.29 1.41 1_35 1.12 1.23 1_12 1.34

0.82 0.86 0.gJl 0.91 0.90 1.00 1_07 1.03 0.91 0,83 0_86 0_75

3.42 3_43 3.703.47 3.793.78 3.53 3.54 3_73 3.64 3.20 3.35 3.25 3.28

0.70 0.75 0.69 0.75 0.79 0.80 0_78 0.7占 0.76 0.71 0_77 0.89

0.69 0.78 0.6テ 0.71 0.72 0.74 0.71 0.69 0_92 0.76 0.73 0.70

0.83 0_81 0.94 0.90 0.80 0.83 0.88 0_81 0.85 0.92 1_12 0.95

5.24 5.70 5_77 6_15 5,88 5_83 5.96 6.01 6_00 6.ll 6.27 6.15:

7.18 7_88 7_95 7_72 6.79 7_29 7.4.3 7_28 7.10 7_06 6_71 6_64

2_53 2.61 2.49 3_66 2.78 2.91 3.27 3.10 3_00 3.28 3.2g 3_10

0.75 0_75 0.73 0.一拍 0.81 0.76 0_95 0.90 .0.95 1.00 1.03 0.92
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もなるべき地域別投資構造の分析結果がある｡ それは次のように要約 され るも

のである8)0

1917年の ロシア革命と1920年代末か らの社会主義的工業化の結見 ソ連の生

産力配置 と地域構造は大 きく変化 している｡戦前には戦前塾地域別投資構造が

形成されるが,第 2次大戦O-)断層を経験 して,60年代初頭を画期 としてそれは

60年代地域別投資構造に転化発展 してい く｡ このような転化を推進せ しめた も

のは,一語で言 えば,投資の地方分散化慣向,分散化政策であるO ところで戦

前型倍達 と60年代構造とは次のよ うな関係にあるOつま り戦前型構造が,投資

の ロシア共和国への集[h 先進的地域への独占,重工業特化地域優先,未開発

地域の投資比重の低位を特徴 としているのにたい して,60年代構造は戦前塑構

造の特徴を色濃 く残 しなが らも, ロシア共和国,先進地区の投資集中 と独 占の

一定の崩壊,未開発地域 と後進的地域の投資の逓増傾向によって,将来的には

その特徴を掘 りくずす条件.っま り投資における平準化の前進 とい う面を もっ

ている.以上が地域別国定 フォン ト構造を考察する際の視角であるO

では第 1蓑を検討 しよう4)O これは ソ連経済の1940年以降における固定 フォ

ン ドの地域別統計の一次資料を加工,整理 した ものであるo先の視角を念頭に

3) 抑瓶 前掲論文, 『経済論叢』第125巻第 6号43ページ参府 )

4) HapoAHOeXo3月抱cTBOCCCPB1977,CTP341-342, 『ソ連国民経済統計年鑑'75』513べ-ジ

CCCPB1967,cTp606-607,H X CCCP81965,cTP523,H.X CCCPa1964,CTP508,
H X CCCP81963,cTP 448,HapoDHOeXo351如T80PC(PCPa1975,CTP-318-320,H X

PC¢CP】31971.cTp,2891290.H X PC¢CPB1970,cTp 313
※ 1 ここで対象とされる固定フォンドは.建設が完了し,操業を開始した生産と非生産目的

企業.建物,構築軌 使用開始した装置.一部の淡紫と部品.多年生栽培,潅概.干拓工象 汝
壬監工事,括予備工事の-弘 美施 (試掘)石油 カス井戸等の価値を含んでいるbただし,ゴル
ホースを陵く操業開始の鼠完フォソトの比率が利用され:ている｡

x 2 同一年度同一対象の統計数値がソ連の経済統計集の各年度版で異なっている場合,最新
の年度の数値を利用することを原則としたOまた各年度のロ>ア共和国全体の固定7 オ/ド衝が

Hapo.qtlOeXo351托cTBOCCCPとHapoAhOeXo3月ETCでBOPC¢CPでは異なっている｡このような
場合,前者0)数個を基礎にして (H X CCCPでの｡ンア共和国の比率)×(H.X PC¢CPで

の各経済地区の固定フ*ント衝/H X.PC¢CPでのロシア共和国の国定フォンド総額)の式で
ロ./ア共和国内の各経済地区の国定フォンド比率を析出した｡

※ 3 カリ一二ソダラート州は含まれていない｡
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おき概観 してみようC

第2次大戦をはさむ1940年 と50年の間には,断層と呼ぶにふさわしい数値上

の落差と上昇が存在することがみてとれるO ロシア共和国 (70.5%-643浴)

北西地区 (約11%-→6%)中央地区 (19.5%一十14.6%) 中央黒土地区 (1･7%→

4.4%)ボルガ流域地区 (5.4%-約9%)西 ンべリア地区 (3.3%→5･1%)極東

地区 (9.5%-4.3%) ドネッ ･沿 ドニニプル地区 (約9%→122%)の比重の変

動がそれ智明ホ している｡大戦が もたらした,固定フォ-/ドの地域構造の変動

の大きさをこれ らは物語っている｡

60年代前半期にはまた,多 くのエポックを示す数値が並んでいる｡中央地区

の13,12%-の低下,ボルガ流域地区の7-8%-の低下,北カフカス地区の4

%台-の低下,西 シべ l)ア地区の6%台への上昇,東 ソべ リ7地区の5%への

上昇,ウラル共和国の15%への低下, ドネッ ･沿 ドニニプル地区の9,8%への

低下.南西地区の4%台達成, 1)トワニアとラトビア共和国の1%台への到達,

沿バル ト地区の3%への上昇.中央アジア地区の4,5%-の急増加,カザフス

タン地区の7%台への増加がエポックに相当するものであるO

北西, 中央, ボルガ流域, ウラル, ドネッ ･沿 ドニニプルの5大地区は,

1940年では総固定フォソドの52.3%を占有 しているのにたいして, 同値は1950

年には502%,60年には47.5%まで低下している｡ 固定 フォンドの比重は投資

のそれに比べて若干低い｡

ロシア共和国の国定フォンド比重における独占的地位,工業 とくに重工業に

専門化している地域への固定フォンドの集中傾向も同様に観察される. しかし

ながら, これ らの地域の独占的地位,その重視も1960年代前半のエポックの集

中にみられるように,一定段階 ｢崩壊｣が進行していることがみてとれるO

以上から明らかなように,固定フォンドの地域別構造という断面において,

｢都市｣部地域,先進的地域の独占的地位と重工業地域優先という規定的特徴

をもつ戦前塑地域構造が,以上2つの特徴をもちなが ら将来的にはその解消を

めざすような条件が一定段階形成されている60年代地域構造に移行 しているこ



70(70) #126% #l･2%

と,そしてこの過程の中で地域間の平準化,格差の是正が前進の方向にむかっ

ていることが確認される｡この確認は先の投資構造の分析結果とも完全に一致

しているo Lたがって,投資構造の分析から想定される特徴,問題点は基本的

には固定フォンドにもあてはまると判断することができる｡
､

ところで,以上のような基本的概観での一致とともに,双方の数値の問には

若干の相違があることに注目する必要があるO各地域の投資比重と固定フォン

ドの比重を同一年度にかんして比較 してみれば,両者の間には若干ではあるが

差異が存在することに気がつ く｡紙面の関係から,地域別投資構造を示す表を

のせることは許されないので,次のような確認点とその意味の指摘のみにとど

めてお くO

固定フォンドの比重が優位にある地域は,ロシア共和国,中央地区,東西ソ

べ 1)7地区,極東地rx~,カザフスタン地区であるOその反対に劣位であるのは

ウクライナ共和国,外カフカズ地区,中央アジ7地区,白ロシ7共和軌 モル

ダビア共和国である｡残 りの地軌 ポルカ ･ヴヤトカ地区,中央黒土地区,;ど

ルガ流域地区,北カフカス地臥 沿バル ト地区は1965年をほぼ境にして固定フ

ォンド比重優位から投資優位に変化している｡ この変化は時期的には経済改革

と一致 しているが,次のようなひとつの問題を含んでいるように思われる｡

投資 と固定フォンドの相対的な比重の比較で,固定フォンド比重が高いこと

は,地域専門化生産部門 (生産物)のフォンド装備皮の相違などの条件を考慮

の外にお くとすれば,同一の投資量にたい して,高い生産性,高い経済発展を

可能にする物的 ･経済的条件を保障していることを意味しているOそれゆえ,

先の分析結果は,第 1に,中央地区や.東西シベ リア地区に代表される,重化学

工業の専門化地域にはひきつづき,相対的に高い経済発展の物的 .経済的条件

が保障されていると同時に,第 2には,1965年をほほ境にして,経済発展を保

障する物的 ･経済的条件の一部を喪失 した地域が増加していることを表わして

いる｡特に第2の条件に相当する地域は,1960年現在27%の国定フォンドを占

有 していたにすぎなかったのにたいLて,1966年には46%のそれを占有するま
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でになっている｡以上のことは,ソ連経済全体の発展テンポの鈍化と関連して,

投資効率との関わりあいがあると思われるが,相対的比重の比較による検討結

果なので.そこに到達するには多くO-)媒介項が必要であろうOこの点はひとつ

の仮定として提示するにととめておきたい｡

ⅠⅠ フォン ド装備度の地域構造

固定フォントの年平均増加率,人rl一人当り国定フォンド年平均指数の分析

は,60年代以降の限られた資料から考察すると5), 拙稿 ｢ソ連経済の地域別投

資構造｣の第II,m章の分析結果と合致する｡

また年産的固定フォンドに関しても,従来から経済発展のおくれていた共和

国で高い増大テンポがみられるにもかかわらず,平準化の点では未達成である

という構図は変化ない6)｡ それゆえここでは更に分析をすすめて,平準化の進

展具合の分析に入る｡経済発展水準の平準化を測定する場合.最も主要かつ包

括的な基準は人口一人当り国民所得であるが,ここでは各地域の労働資源のフ

ォンド装備度 (¢ofTAOO6ecrletleHHOCTh TpyEOBhIX pe CypCO8) の検討が課題で

ある｡残念ながら資料は1972年度に限定されている (第2表)′)O

この裏によれば,工業固定フォントについての装備度で連邦平均以下は,中

央地区,中央黒土地区,ボルガ ･ヴヤトカ地区,北カソカズ地区,南西地区,

南都地区,外カフカズ地区,中央アジア地区,白.=シア地区であるO反対に全

連邦より高位.の地域は,北西地区,ボルガ流域地区,ウラル地区,西シベリア

これまでの分析から予想される結果と若干の食違いをみせているoたとえば,

予想では労働者可能人口一人当りで高いフォンド装備が保障されているはずの

5) 3aIくyM6aeR A K L?JEOuO,WatleCFlOePaBCam〟eCON)37iuXPeCny6JWlCLIPauOJioB,AJZMa-
ATa.1977,cTp 75
6) TaMIKE,CTP7678
7) TaMXe,CTP 82

※ 1労働可能年齢層における労働可能人ロ (-労働資源)にもとづいて計算されたものであ
る｡
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第2表 各潅済地区の工業における労働資源のフォンド装備度 (1972年)

経 済 地 区 工業生産固定ア長{ ド装備度 フォンド装備度指数

北 西 地 区中 央 地 区中 央 黒 土 地 区北 カ フ カ ズ 地 区東 シ べ 1) ア 地 区極 東 地 区ドネッ.沿 ドニニプル地区甫 西 地 区南 部 地 区沿 パ ル ト 地 区外 カ フ カ ズ 地 区自 ロ シ 7 地 区 236162156153254143228482222883255426891026116118251582103618201357694695520251604469840716842659554701 11011111000000026086383281635376251618253536.0431546618972842552969722 00000000000.0000000664047577456687192917149475077608648 110111110001010032656770934213918115164508492164803740820262984410787 11110111010010000221316081874115830360015018911229680835185667561687914

中央地区がフォンド装備度の低位な分類群に属 しているO

この食違い問髄を正確に解 くカギは生産物のフォン ド集約度 (¢oH′10eMf(OCTh

rTPOAy'iurrrt)にあるO第 2表か らも明らかなように,相対的に7*ン ド装備度

の高い地域はフォン ド集約的生産が特徴的であ り,低位なフォンド集約的な地

区はその反対である｡ このような相違をひきお こす要因のうちで, もっとも規

定的なものは,加工業部門 と採取業部門 との比重関係の相異か らくるものであ

る｡

た とえば,工業国定 フォン ド中に占める採取業部門の此毒は. トネッ ･沿 ド

ニニプル地区では32･4%, 極東地区では33.4%. 東 シベ .)ア地区では257%,
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西シベ リア地区では23.4%,北西地区では24%である｡ フォンド装備度の数値

が連邦平均水準よりも高い,上記の地域は,やはり,採取業部門のソ連邦平均

値219%を上回っているD以上のことから,労働資源のフォンド装備度を比較

するた馴こは,生産物のフォンド集約度を考慮する必要性がある8)o

生産物のフォンド集約度を考慮に入れたフォント装備度 (工業生産固定フ｢ォ

ンド装備度/生産物のフォンド集約度)を概観 していくと, 3つの グループに

分類される｡

上位グル-プに属するのは,北西地区,中央地区.ボルガ ･ヴヤトカ地区,

'1ミルガ流域地区,ウラル地区, ドネッ.沿 ドニニプル地区,沿パル ト地区であ

る.明らかに戦前あるいは革命前から工業や経済の発展していたヨー｡ッ/i.

ウラル部,｢都市｣部地区,つまり先進的地域に限定されている｡中位のグル

ープには,西 ソべリ7地区,東シベリア地区,極東地区.白ロシア地区が属し

ており,白ロシアを除けば,新興の鉱工業地域,ソ連邦合体の燃料 ･エネルギ

ー基地であるQ上記以外の中央黒土地区,北カフカズ地区,南西地区,南部地

区,外カフカズ地区,中央アジア地区.カザフスタン地区は下位グループであ

る｡このグループは従来から経済発展が立ちおくれている地域,農業地域,つ

まり後進的地域であることが特徴である｡ここでは,工業発展水準を規定する

物的 ･経済的基礎条件の視角からではあるが,70年代初頭のソ連経済は3つの

地域的発展水準をもつ地域からなっていることがわかるoかくて,70年代のソ

連経済の地域構造,それゆえに60年代地域構造は三重構造として把握すること

が口｣能ではないかと思われる｡

ところで.フォンド装備度における最高と最低との格差は約2倍強となって

いる｡1971173年の人口一人当り投資額における最高と最低と03格差 は約34

倍であった｡フォンド装備度における変動幅からは,投資の変動幅を考慮に入

れても,戦前 (やあるいは革命前)の断絶と呼ぶにふさわしい地域間格差があ

a) TanXe,CTP82-83,共和国別の労働のフォ./ト装備度(=業,農業別)については80ページ
参府h
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第3表 経済地区別インフラス

トラクチュア整備皮

北 西 地 区

中 央 地 区

ボル ガ ･ウヤ トカ地 区

中 央 黒 土 地 区

ボ ル ガ 流 域 地 区

北 カ フ カ ズ 地 区

ウ ラ ル 地 区

酉 シ ベ リ ア 地 区

東 シ ベ リ ア 地 区

極 東 地 区

rネッ.沿 ドニニ プル地区

南 西 地 区

南 部 地 区

拍 /: ル ト 地 区

外 カ フ カ ズ 地 区

中 央 7 ミエ ア 地 区

カ ザ フ タ ソ 地 区

白 ロ シ ア 地 区

モ ル ク ビ ア 地 区

る程度克服されていると判断す ることが

できる0)｡ このような判断にたいして,

しか しなが ら, これを反駁す る材料 も存

在す るo

地域構造を 規定 しな が ら, 地域の 全

般的な生産U)発展水準を条件 づ け る重

大な要田 は, インフラス トラ クチ ュア

(H叫 pacTPyl{Typa) である. 鉄道, 自

動車道路,送電系統 とい う基本的なイン

フラス トラクチ ュアの整備状況を概観す

るな らば第 3末のようになってい る10)｡

この裏は1960年代初頭の ソ連邦の平均値

を100とする各地区の指数である｡

これによると,最高地域 (沿バル ト地

区) と最低地域 (東 シベ リア地区) の格

差幅には,約26倍 とい う絶望的に近い開

きがある｡ この数字はソ連邦の地理的 ･

9〕 地域間の経済的格差は平準化の視点から常に問題とされる｡これまでの研究の整理と検討は別

の榛会に譲るが.その概略を示すならば,ロゼソフェl)ドが人口一人当り総生産物の指標からこ
の格差を26 1.文化水準の点から23 1と結論しており(1966年).オパブキー札 工業発展
水準の格差を4 1(1962年), テレブコは労働可能人口一人当り国民所得の格差を22倍 (1968
年)と計算している｡またザクムパエフは地区間の経済発展水準の格差と共和国間のそれをそれ
ぞれ18倍と22倍であると判断している (1972年)｡ここでの固定フォソトの格差の俺は,上

記の数値とi引ま合致する｡ OrlaLIK74紘J7 B･3afCOFLÔECPTiOCmtta 如 TCmOPu PaBeumaR
afloIWjlWEECCKLLjCPa17oJiOOCCCP,州,]965,CTE)67,TeLnerl比OtTl.E.ypoβTiu∂f{OfW.uauCfl020

paBeumuH PaLZoFLOβFCCCP.爪,1971,cTP 68,Po3eH中eJIbLLLuJl 〟emo∂oAOaug
eupaBtWOaftEt方yPOBfEe丘pa38amaX efCOfiO〟u'LeCIltEXPaaO7LOeCCCP,八･,1969,CTP45,
60,3aKyM6aeBA r(Memo∂uoL4CTL〝a yPOOfLg ∂NOfLo･WaEtCCfC020 paBeumaR f0703jLuX
pecrty6･aafCLLPaElofLOe,AnMa･ATa,1975,CTP113
10) BeAI叫eBA.H CoLlB.WePeftueyPOelieLZxoBR虎cmOeftfLO10PaBLIumuH∂FCOfiO.WLtWCWuX
pLZaO7108CCCP,C6 9KOtIOMM e亡KHeTTPO6JIeMbIPa3MeLIteHm兄nPHヨBOAtlTeJIbElbTXCHJICCCP,
m,1969,CTP69.この計算には送電線1kmで1万ルーブル,鉄道1kmで10万ル-プJL,,硬質/
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自然的条件を無視 した比較値であるとの反論がかえって くるか もしれないが,

同指数でヨーロッパ諸地区の合計 (180.2)と東部の合計 (39.1)とを比較 した

場合でさえ,約 5倍 とい う格差幅がまだ存在 している｡

インフラス トラクチュア整備状況を示す統計数字での格差幅は,社会的およ

び経済 ･生産的基礎条件の歴史的累横における地域的断差を意味 しているがゆ

えに, ソ連邦が 自然的 ･歴史的諸条件から背負 ってきているヨーロッパ部 と非

ヨ⊥ロッパ部,先進的地域 と後進的地域 との格差構造- この格差構造は前社

会主義社会経済構成体の巨大な歴史的遺産-旧社会の母斑であると同時にソヴ

31トIT=ンアが一国社会主義 とい う特殊な歴史的条件-制約性の もとで従来の

工業発展 (予定)地域にもとづいてとりあえず重工業化せざるを得なかったこ

との結果でもある- は改善され,解消されるには多大な困難を有 していると

判断せさるをえな い11)a
更にそれが示唆 していることは,ソ連経済の発展の当面の中心地はひきつづ

き経済 ･生産的基礎条件やその他の条件に恵まれているヨーロッ/i部でしかあ

りえないという制約性であるO と同時にこれ とは裏表の関係にあるが,インフ

ラス トラクチュア整備度のきわめて悪い,その意味では経済発展条件に恵まれ

ない東西シベ リア,極東および中央アジア,カザ7スタンに毎年の投資 ･固定

フォン ト支出ではヨーロッパ部に迫る投下がされていることは, これ らの地域

の発展 と開発が過去にソ連邦の国民経済に多大な負担をかけてきたと同時に将

来においてもかけることを示蚊 している｡中央アジア,カザフスタンよりイン

フラス トラクチュ7整備では意まれていないシべ リ7 ･極東がフォン ド装備度

＼舗装自動車道1kmで4万ループ′レとい)平均標準価格が条件的に採用されている｡なお,賓料の
年度に明言己がなかった.
1⊥) 二瓶剛男氏は｢革命前T]シアの遺産に基づく,都市と農村との,社会的,文化=生括上の差異
は,特に戦後の-▲段階を画した後の1960年代以降かなり急速に縮小してきている面もあるとはい
え,依然として,たんなる量的な差にとどまらない『本質的差異』としてあらわれ,なお意識的
に克服すべき課題として取組まなければならない対象｣であると述べ. ｢複合的差異の全体｣の
克服を展望する時期にきていることを示唆されているD二瓶剛男｢戦後ソヴニト社会主義におけ
る都市と農村｣島崎稔筋 『現代日永の都市と農村』1978年.314ペ ー ジ ｡
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ではこの地域をはるかに上回っているだけでなく,ヨー｡ッパ部にも接近 して

いる事実は上の指摘を集約的に表現しているo以上からヨー.lッパ部- ソペ

リア･極東部- 中央アジア ･カザフスタン部の地域的三重構造の中で,ソ連

経済は開発途上国の工業化を想起させうるような開発地域をかかえ,平準化に

むかって一歩ふみだしていると言える｡

IV 固定フォン ドと国民所得の地域構造

これまでに,戦前塑地域構造から60年代地域構造への成長の中で一面では平

準化が一定程度達成され,他面では更に前進する上での多大な困難,一定の矛

盾があることが明らかにされてきたOここでは現段階のソ連がもつ地域構造の

格差,断層がどのような形で克服されようとしているのか,言い換えるならば,

平準化と地域間格差の解消のための物的条件をそれが立遅れている地域に創出

か,このことを明らかにすることが課題である｡

それゆえ,ここでは生産国民所得と固定フォンドの地域構造の数量的関係が

明らかにされる必要があるo しかしながら,ソ連邦国民経済における国民所得

に関しては,地域別の国民所得の成長率を概観することは統計上簡単なことで

あるが,国民所得全体の中で占める各地域の絶対額およびその比重を検出する

こTは統計 卜も経済学的にもきわめて大きな困難をかかえているO第 4蓑は過

去に入手した資料を利用 して本稿のために推計したものである(残念ながら,

1958年以降に限定され,経済地区にかんしては1968年のみに限られている12)O

12) Be瓜叫eBJhM･yffaB･- I,CTPB2,HapozLmeXoa舶cTm CCCPち1965･,cTP 590?

X･CCCP B1969リCTP.558,H.X,CCCPB1972,cTp532りH,X.CCCPB1977りCTP404,
Te榔 OJIE.ypoefW 37W MWuCFm20PaBeEunEtRPaEfofM CCCP,州･,1971,cTp 76-
93,拙稀｢ソ脚 の地域別投資構造｣『経済論叢』第125巻第6号28,29べ-シ｡
推計方法
共和国王机 経済地区別の国民所得統計が不備なために.次の,tうに推計をおこなった｡

･=1,ik9q lHBソ牒 -1- ソ- 人口-A" 脚 7t /
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この裏から明らかなように,ロシア共和国はその人口比率に比-て,国民所

得の比重が数パーセント高いo これにたい してウクライナ共和国は両者の比重

がほぼ同一水準にあるが,20% (58年)から17% (75年)にその比重を減少さ

せている｡沿パル ト地区は人 口比率よりも所得比重が若干上回っているのにた

いして,外カフカズ地区は全期間を通 じて国民所得比重が劣位である｡LrJ央ア

ジア地区は人口増加のわ りには4%水準に停滞したままであり,1970年には人

口と国民所得の間には3%の開きが生じている｡同じくカザフスタン地区 も若

干の人 口比率の上昇にもかかわらず,3%水準に停っているO白ロシア地区は

人口比率の高小わ りには国民所得比重が低い｡だがこの格差 も人口比率の低下

恒向のために縮小しつつある｡モルダビア共和国は国民所得比要が若干低位だ

がほほ同一水準にある｡

このような概観を整理すると次のようになる.人 口比率より国民所得比重が

優位にあるのはロシア共和国と沿バル ト地区であり,先進的地域に相当する｡

その反対に劣位であるのは外カフカズ地区,中央アジ･ア地区,カザフスタン地

区,白ロシア地区.モルダビア地区であり,後進的地域 となっている.

次にロソア共和国内の経済地区の構造を考慮に入れた全体の国民所得地域構

造 と固定フォンド地域構造との連関を明らかにするために,1968年だけを概観

してみよう01968年の②の数値はテレブコ (TeJleIIKO)の計算による数値であ

り,④ほ第 1表の国定フォンドの同年値,④ほ総投資の同年値である｡

ところで(力と㊤を比較 してみると,若干の差があるとはいえ正反対の結論が

導きだされるような差異はないと考えてよいoそれゆえ,テレブコが;1算 した,

ロソ7共和国内の10経済地区と他の共和国の国民所得の比重数値は以下考察す

＼ (▲1) ((.)式cD値)×(ソ連人Ej一人当り国民所得を100とした場合の1965年度各共和国の指数)×
(1965年各共和国人口)/100-1965年度各共和国国民所得額
的 ((Jl)UI)僧)×(各共和国の国民所得の成長率)-各年度の各共和国の国民所得額
6117式の数値にもとづいて各年度各共和国の比率を推定したDただし,(ll)式の計算の基礎となる
各共和国の指数値は取引税を含む1958年対比価格で算足されたヴェデイシテェ-/の資料が利用
されている｡
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第4表 国民所得 と固定 フォン ドの地域別構造

ソ 連 邦 100 100 100 100 テレブコ計 算 同 定フォンド 100 100

61,06 61_59 61.06 61.24 59.22 58.85 61.45 61_28 61.74

北 西 地 恒二 6.63 6.16 6_58

4.16 2.55 a_57

中 央 黒 土 地 区 2.94 2.81 2.28

6.93 8.83 9.05

5.32 5_43 4.75

ウ ラ ル 地 区 7.36 6.54 6_61

5_42 6.18 6.27

2.82 4_61 5_63

極 .東 地 区 2､_63 4.36 4.97

20.05 19.17 19.92 19.07 22.12 16_79 15.55 18.8()17_80

9.56 8_43 7_95

･南 西 地 区 7.86 5_64 4.65

2.70 '3.79 2.5O

1ー19 1_26 1_4ー I_47 1.36 1.38 1.52 1.51

1.29 1.34 1_39 1.37 1.04 1.02 138 1.39

0_68 0.73 0.77 0.76 0.71 0_69 075 0.75

3_ユ6 3.35 3.57 3.61 3.49 3.ll 3.09 3.66 3.65

1.48 1.37 1.36 1.30 1_41 1.29 1.36 1.35

1.44 ■1.45 1.33 1.24 1_44 1.34 1.21 1.28

0.62 0_65 0.70 JO.'(2 0_94 0.90 ,0_76 0.84

3_53 3.4B 3_39 3_27 3.09 3_79 3.53 3.33 3.47

ウ ズ ベ ク 兵 和 国 2_64 2.62 2.77 2.63 3.98 3.57 2.65 2.80

0.66 0.64 0.72 0.73 0.91 0.79 0.71 0.67

0_52 0.53 0.60 0.57 0.81 0.72 057 0.57

0.59 0.57 0.52 0.51 5.01 0/936.63 0.80 050 0.494.41 4.36 4.60 4.45 5.88 4.42 4.53

3.46 3.49 3.31.3.79 3.96 6.49 6_79 3.75 3.47

2.62 2_89 2_94 3.13-3-_63 3.05 2.78 3.17 3.58
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る上で,一定の妥当性をもっていると判断される｡

このような前提にたって,国民所得の地域構造 と総投資の地域構造,固定フ

ォ'/トの地域構造 とを対比考査しようQ

Pソア共和国に関する4つの数値の間には2-3%の差が存在するが, ほ ぼ

60%を中心に数値がちらぼっているo このことから国民所得と同一水準でロシ

ア共和国の投資 と固定フォンドの蓄積がおこなわれていると判断される. ロシ

7共和国の経萌=発展が他の地域の蓄揖源や犠牲のうえに進行 しているという見

解は,1968年のこの側面からほ首定 Lがたい1㌔
ロシア共和国の10経済地域を概観するならば,国民所得の比重と投資,固定

フォンドの比重がほぼ同一水準にある地域は,北西地区,中央黒土地区,北カ

フカズ地区であるD これにたいして明らかに投資 .固定フォソドの比重が低位

なところは,中央地区,･i-:ルガ ･ヴヤトカ地区,ウラル地区である.特に中央

地区の双二万の差は顕著であり.国民所得比率が15%であるのにたいして.投資

･固定フォンドの比重は11-12%である｡

残 りの西 シベ リア地区,東 シベリア地区,極東地区そしてボルガ流域地区は

反対に投資 ･国定フォンドの比重が高い｡ ここでの推計によれば,東シベ リア

と極東地区はその国民所得の水準の約 2倍にものぼる投資 と国定フォンドを実

現 していることになる｡ ンべリアと極東の全体では同国民所得比重に4-5%上

乗せした投資 ･固定フォンド(11%対15%,16.9%) が実現されている｡ この

ことからは.ソ連全体の増大する投資 ･固定フォンドの一部を一方的にシべ 1)

7.極東の地域が吸収していること,つまりシベ リア,隆東の固定フォンドの

発展は, ロンア共和国内の他の地域,特に中央地区の国民所得の分配,そこか

らの資金 と資源の移動によって実現されるという構造が存在していることが明

らかである｡

次にロシア共和国以外の地域を概観しようO国民所得の比重の水準が高位な

のは,ウクライナ共和国,なかでもドネッ･沿 ドニニプル地区 と南西地区であ

13) ロイ .} ドグT-デフ 『社会主義的民主主義』石堂清倫訳,98ペ ージ｡
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メン共和国)とカザフスタン地区である｡これらの地区は国民所得の水準の1.5

倍もの投資と固定フォンドの実現をおこなっている｡他の地域は多少の振幅は

あるものの,ほぼ両者同一水準の国民所得と投資,固定フォンドの実現がおこ

なわれていると判断されるo Pソ7共和国以外の地域に関しては,上記のこと

から, ドネッ･沿 ドニニプル地区,南西地区の国民所得の分配のおかげで中央

アノア地区とカザフスタン地区の投資と固定フォンドの実現が進行しているこ

とは明らかであるO

国民所得の地域構造と投資,国定フォンドの地域構造との対比分析は次のよ

うな興味深い国民所得の地域的な分配構造の一断面を解明してくれたOつまり,

ソ連邦国民経済全体の視点から概観すれば,音化学工業や経済発展水準のすぐ

れて高い先進的地軌 中央地区, ボルガ ･ヴヤトカ地区, ウラル地区, ドネ

ッ･沿 ドニニプル地区,南西地区の所得が現代的な採取産業部門を核として開

発されつつあるシベ リア,極東地区とまだ後進的な中央アジア,カザフスタン

地区に分配され,そこで蓄積されているが.これ以外の地域では自らの国民所

得,蕃后源泉にもとっく経済発展がおこなわれているという地域構造がそれで

ある01968年以外の年度に関する資料が不十分なため断定することはできない

が,ソ連経済の三重の地域構造において,先進グル-プの一部にあたる地域が,

中進地域のシベリア,極東の経済発展を最大限援助すると同時に,下位グルー

プ地域での経済発展をも促進させるという地域構造の一断面を60年代地域別構

造は有していると仮定される.

富とめにかえて

これまでⅠ,TT,TTIの統計分析を通じて素材的視点ではなく価値的視点から

ソ連経済の地域構造の解明に接近 してきた｡ここでは地域別投資構造の視角が

再確認されたが,それにとどまったわけではない｡第 1に,60年代地域構造は

フォンド装備度の側面からは,発展の異なるヨーロッパ ･ウラル部- シベ7)
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ア･極東部- 中央アジア .カザフスタ ン部の三重の地域構造を もちつつ.也

域間格差の解消を展望 しているが,蓄積された基本的インフラス トラクチュア

の側面 からは ヨー｡ッ/く･ウラル部と中央7ジア ･カザフスタン部, シべ l)

ア ･榎東部の間には大 きな落差があり,平準化-の困難な面をもっている｡第

2に,国民所得一国定フォン ドの地域構造の側面か らは,高い生産性 と経済発

展水準をもつ先進的地域の一部で生産された国民所得が後進的なシベ リア ･極

東部 と中央アジア .カザフスタン部に固定フォンドとして分配され,それ らの

地域での開発と経済発展を推進 し,地域間平準化の歩みを保障 している構造を

現段階のソ連は もっているO これが新たな確認点であるO

ここではまとめにかえて,以上のような構造的特徴点 とその変化を体現 して

第 5蓑 1961-1973年生産的固定フォントの共和国別投資効率汰1

共 和 国 ,投資 1ルーブルについての国民所得の増加

1961-1973年 1961-1965年 1966-1973年 1961-1973年 1961-1965年 1966-1973年
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いるソ連経済の地域構造が, どのような内的矛盾をかかえているのかを明らか

にしよう｡

第 5表は1961-65年と66-73年に関する生産国定フォントの共和国別投資効

率を示すものである上4). この裏によると, ソ連邦全体の投資効率は改善されて

いる｡ この改善は1965年以来の経済改革の前進面のあらわれのように思われる｡

これにたいして60年-65年段階の低効率の原凶は,地域的側面からみれば,東

部開発の霧散化現象,建設期間の延引,膨大な諸施設の凍結,東部エネルギー

資源oj強行的開発によるILネルギー ･パラ-/スの破壊などであるがユ5),それは

全体として国民経済の地域別管理 ･計画化制度の限界を示 したと言えるD

ところで,1965年を境にして,連邦平均投資効率より悪い地域は, 5共和国

か ら8共和国に増加している｡ただし効率悪化地域が数的に増加 したにもかか

わ らず,全体 と1ノて改善されたのは, ロシア共和国の投資効率の改善のおかげ

であるO

この広大な領域をもつ, ロシア共和国について最近の動向を概観 してみよう｡

第 6表は経済地区別の,第9次5ケ年計画時の効率に関する資料である18)o こ

の表からも明らかなように,東 シベ リアと極東地区の投資効率の極端な低さと

北カフカズ地区,西ソペ リア地区の平均以下の効率が特徴的である｡

以上の共和国別および経済地区別の資料から, ソ連全体 としては,投資が絶

対的にも相対的にも増大 している地鼠 従来から経済発展がお くれ,最近本格

14) 3aE(yAI6ae】IA.冗.∂伽fLo.WLLteeCfCOeP a38LLmEteCOA73TEbLXPeCny6･wfCuPaELuOflOe,AJIMa-ATa,
19 77.,CTP70.
米1国営おJ:び協同紅合の組織とコルホースの固定フォンド投資であるn効率計算の際,必要
な情報が欠如しているた削こ時間のラグは考量されていない｡
15) ma3afIOBam･lS10 〝7CPPEEmOPZEaJebftuXIIPo仰PLlaRXPaBBL17mLRJLaPOaJLOu,XnlgLZcmoa

CCCP,C6.3kOHO仙ItleCKHer】押 6JIeMblpa3MeLueIⅥ月rlpOn3BOAm enE'tlblXCHJICCCP.CTP137.

16) Baxpax州･B･Teppunwp〟LZJlbFLOe30mPOZEBUOaCmeDLESdi少eNllulOfWCmbPaS･We〟LefEu方
12PoLE380∂EtmCJlbFluXCuJi≪Cepn見8KOHOh4HtleCtn兄》JQ 2,1979.cTp.129.

Xl地域の純生産物は1973年対比価格による｡
光2投資効率は金融資源泉ごとに1976年1月lEl付の見頑り価格で物的生産分野に投下された
5ヶ年計画投資絵窮にたいする1973年対比価格での地域の純生産物の増加の比率として計算され
ている.
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第6表 ロシア共和国経済地区の投資効率

第 9次5ケ年計画 (1970-75年)

的な開発が進行 している地域,生産物のフォンド集約度が高い地域が投資効率

の劣位であることがわかる. これ らの地域における劣位の原因はザ クムバエフ

(3aKyM6aeB)によれば, ① これ らの地域のフォンド集約部門の優位性 ④ 組

織的秩序の不十分 さ ④投資のテクノl=ジー構造の相違 とそれに影響をあたえ

る自然 ･気候条件の相違 ･(彰生産物のフォン ド集約度の上昇と下降の周期性で

ある17)a(彰の組織的秩序に関しては,今日まで様々な欠陥の指摘 と改善のため

の議連案が現場のエコ/ミス トからされている.この点に関連 して,1979年 7

月末に決定された ｢計画の改善 と生産の効率および労働の質にたいする経済 メ

カニズムの作用の強化について｣は大いに注 目されてもよい18)0

17) 3aKyM6aeBA･K･yNaa COIL,CTP69-74

18) 06yノひtLuJeFtaanJW〟aPOeafLagayCLZ･D37LuL1603∂eacmSZtRXO3.qGcmeeFtfLOZO,MeXafLa-
BMalianOebLEueTtueag;声cJ〟nLWfLOCmLlnPOa300∂cmcaa fCaZEeCmeaPa6omu《∋KOTIOMHtleC7La51
raaeTa》油.32.1979.,4eEICnWCfLTtOCmbrlJZafLa《SIr》♪由38.1979
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ところで,かかる投資効率の低下傾向にたいして,地域構造政策の変更とい

う視点から防止する道が投薬されている｡その道とは,高度な工業が成熟 し,

皇宮な要員,技術者,労働資源と発達 したインフラストラクチュアを有するソ

連 ･ヨーロッパ部に投資を一層ふりむけることであるOこのような投資政策の

変更によって高い投資効率と短い回収期間を回復することができるはずである｡

しかしそれは後進的な地域の経済発展と開発テンポを低速化させ,平準化過程

を緩和させることになるだろう19)O

現代の世界的な生産)J構造と世界経済の諸関連のなか,とりわけ経済統合の

過程のなかで,ソ連経済は召虫白の経済発展路線を歩むことを余儀なくされてい

る｡この経済発展路線は自然資源,特に鉱物,燃料 ･エネルギー資源の開発 ･

利用の一層の拡大を必須の条件としている｡今Rまでの投資と固定フォンドの

地域構造の変化はこの条件を現実に保障するものであったo ところが,保障す

るはずの地域構造の変化がソ連の経済発展を抑制する要因をもつくりだしてい

るのである｡すなわち,経済発展のための構造的変化が同時にその抑制作用要

因にもなっているという矛盾関係がここに明らかにされているのであるo

多くの前提条件,限定をつけて分析をおこなってきたが,このような矛盾関

係がソ連経済の国定フォンド･投資の地域構造の実証的研究から導き出せるひ

とつの結論である｡この結論から直接に,ソ連経済がかかえる諸問題の解決方

向が演緯されるものではもちろんないが,問題解決のた桝 こは,地域経済の発

展を効率的 ･機動的におこなえる管理 ･計画化枚棒の改善と計画的投資による,

全国民経済的利害にもとづいた最適地域構造の創出にとりくまなければならな

い ｡

(1979･12I21)

19) 3nÌyM6aeBA I(. y〟a3 COW,CTP76


